
資料 5 (参考)

○豊島区環境基本条例

平成20年３月24日

条例第20号

豊島区は、首都東京に位置し、池袋副都心を中心として多くの人々が住み、働き、学び、

集う高密都市です。また、江戸時代、園芸の里として名高い染井に代表される自然環境が多

彩な文化、芸術を育んできた長い歴史があります。

一方、豊かで便利な生活の追求、経済成長に伴う都市化の進展は、自然環境を変え、大気

汚染、ヒートアイランド現象など様々な環境問題を発生させてきています。さらに、温室効

果ガスの急激な増加による温暖化は、地球規模での気候変動を引き起こし、人類の生存基盤

である地球環境に深刻な影響を及ぼしています。

私たちは、直面する環境問題が、日々の生活や事業活動が原因となっていることを改めて

自覚し、生活スタイルや事業活動のあり方を見直す必要があることを認識しなければなりま

せん。また、地域社会のすべての人々が、相互に連携、協力しながら、一人ひとりの小さな

力を結集して環境への負荷の低減に向け積極的に行動しなければなりません。

私たちは、良好で快適な環境を享受する権利を有するとともに、知恵と工夫によって、環

境に配慮された活力溢れる持続可能な都市、すなわち、環境都市をつくりあげ、これを子ど

もたちへ引き継いでいく責務を有しています。

そのため、健やかで美しく豊かな環境が身近な地域から地球規模までにわたって保全され

るとともに、それらを通じて区民誰もが幸せを実感でき、未来の世代へも継承することがで

きる地域社会を実現するため、この条例を制定します。

（目的）

第１条 この条例は、環境の保全について、基本理念を定め、豊島区（以下「区」という。）、

事業者、区民等の責務を明らかにするとともに、環境の保全に関する施策の基本的事項を

定めることにより、環境の保全に関する施策を総合的、計画的に推進し、もって現在及び

将来の区民が健康で安全であり、かつ、うるおいと安らぎのある環境を確保するとともに、

地球環境及び広域的な環境の保全に貢献することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。

(1) 環境の保全 良好な環境を維持し、回復し、及び創出することをいう。

(2) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支



障の原因となるおそれのあるものをいう。

(3) 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に基づく生活環境の

侵害であって、大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下、悪臭

等によって、人の生命若しくは健康が損なわれ、又は人の快適な生活が阻害されること

をいう。

(4) ヒートアイランド現象 都市部にできる局地的な高温域のことで、周辺部に比べ気

温が高くなる現象をいう。

(5) 事業者 区の区域内（以下「区内」という。）で事業活動（公益的な活動を含む。

以下同じ。）を行う団体又は個人をいう。

(6) 区民 区内に住む人又は区内で働く人若しくは学ぶ人をいう。

（基本理念）

第３条 環境の保全は、すべての区民が健康で安全であり、かつ、うるおいと安らぎのある

環境を確保し、これを次の世代に継承していくことを目的として行わなければならない。

２ 環境の保全は、人と自然が共生し、環境への負荷の少ない持続可能な社会を構築するこ

とを目的として行わなければならない。

３ 環境の保全は、すべての事業活動及び日常生活において推進されなければならない。

（区の責務）

第４条 区は、環境の保全を図るため、次に掲げる事項に関し、施策を策定し、及び実施す

る責務を有する。

(1) 地球温暖化の防止に関すること。

(2) ヒートアイランド現象の対策に関すること。

(3) 公害の防止に関すること。

(4) 廃棄物の減量及び資源の循環的な利用に関すること。

(5) 緑の保護及び育成に関すること。

(6) 人と自然とのふれあいの確保に関すること。

(7) 地域環境の美化に関すること。

(8) 前各号に掲げるもののほか、環境の保全を図るために必要な事項に関すること。

２ 区は、すべての施策の策定及び実施に当たって、環境への負荷の低減その他環境の保全

のために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

３ 区は、事業者及び区民による環境の保全に関する取組に対し、積極的な支援に努めなけ

ればならない。



（事業者の責務）

第５条 事業者は、事業活動を行うに当たっては、環境への負荷の低減に努めるとともに、

その事業活動に伴って生ずる公害を防止するため、その責任において必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。

２ 事業者は、物の製造、加工又は販売その他の事業活動を行うに当たっては、その事業活

動に係る製品その他の物が使用され、又は廃棄されることによる環境への負荷の低減に資

するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

３ 事業者は、地域における環境の保全に関する取組へ積極的に協力するよう努めなければ

ならない。

４ 事業者は、その事業活動に関し、環境の保全に自ら努めるとともに、区が実施する環境

の保全に関する施策に協力するよう努めなければならない。

（区民の責務）

第６条 区民は、日常生活において環境への負荷の低減及び公害の防止に努めなければなら

ない。

２ 区民は、地域における環境の保全に関する活動に取り組むよう努めなければならない。

３ 前２項に定めるもののほか、区民は、環境の保全に自ら努めるとともに、区が実施する

環境の保全に関する施策に協力するよう努めなければならない。

（一時的滞在者の責務）

第７条 区内への訪問その他の理由で区内に一時的に滞在する者（以下「一時的滞在者」と

いう。）は、環境への配慮に努め、区が実施する環境の保全に関する施策並びに事業者及

び区民が行う環境の保全に関する取組に協力するよう努めなければならない。

（区、事業者及び区民の連携・協働）

第８条 区、事業者及び区民は、地球的な視野をもって地域から環境の保全に取り組む大切

さを共有するよう努めなければならない。

２ 区、事業者及び区民は、地域社会を構成する多様な主体として、それぞれの役割分担の

もとに、相互に連携・協働し、環境の保全に関する施策又は取組を推進するよう努めなけ

ればならない。

（環境基本計画の策定）

第９条 区長は、環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、環境基本

計画を定めなければならない。

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。



(1) 環境の保全に関する目標

(2) 環境の保全に関する施策の方向

(3) 環境の保全に関する施策の推進方法

(4) 環境の保全に関する配慮の指針

(5) 前各号に掲げるもののほか、環境の保全に関する重要事項

３ 区長は、環境基本計画を定めるに当たっては、区民の意見を反映することができるよう

必要な措置を講ずるものとする。

４ 区長は、環境基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ豊島区環境審議会の意見を聴

かなければならない。

５ 区長は、環境基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

６ 前３項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。

（施策の総合調整等）

第10条 区は、すべての施策の策定及び実施に当たって、環境基本計画との整合を図るも

のとする。

２ 区は、区が設置する公共施設の建設、改修、改築又は管理に際して、当該公共施設の種

類、利用方法等を勘案しながら、環境への配慮のための必要な措置を講ずるものとする。

（誘導的措置）

第11条 区は、事業者及び区民が、環境への負荷の低減のための施設の整備その他の適切

な措置をとることができるよう必要な助成その他の措置を講ずるよう努めるものとする。

（施策への意見の反映）

第12条 区は、事業者及び区民の意見を環境の保全に関する施策に反映させるため、必要

な措置を講ずるものとする。

（情報の収集及び提供）

第13条 区は、環境の保全に資するため、環境の保全に関する必要な情報を収集し、これ

を適切に事業者、区民及び一時的滞在者に対し提供するよう努めるものとする。

（年次報告）

第14条 区長は、環境の状況及び環境の保全に関する施策の実施状況に関し、定期的に報

告書を作成し、公表するものとする。

（環境教育・学習）

第15条 区は、事業者及び区民が環境の保全についての理解を深められるよう地域との適

切な連携を図りつつ、環境の保全に関する教育及び学習の推進に必要な措置を講ずるもの



とする。

（環境活動の支援）

第16条 区は、事業者及び区民による自発的な環境の保全に関する活動が促進されるよう

必要な措置を講ずるものとする。

（環境に関する調査）

第17条 区は、環境の保全に関する施策の実施並びに事業者、区民及び一時的滞在者への

情報の提供を的確に行うため、必要な調査に努めるものとする。

（環境の監視及び測定）

第18条 区は、環境の状況を的確に把握するために、必要な監視及び測定を実施し、その

結果を公表するものとする。

（国及び東京都その他の地方公共団体との協力）

第19条 区は、環境の保全を図るために、広域的な取組を必要とする場合は、国及び東京

都その他の地方公共団体と協力して環境の保全に関する施策を推進するものとする。

（環境審議会）

第20条 環境基本法（平成５年法律第91号）第44条の規定に基づき、区長の附属機関とし

て、豊島区環境審議会（以下「審議会」という。）を設置する。

２ 審議会は、区長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査・審議する。

(1) 環境基本計画に関すること。

(2) 前号に掲げるもののほか、環境の保全に関する基本的事項

３ 審議会は、前項各号に掲げる事項に関し、区長に意見を述べることができる。

４ 審議会は、環境の保全について学識経験を有する者、区民及び事業者のうちから、区長

が委嘱し、又は任命する委員25人以内をもって組織する。

５ 審議会の委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合の補欠

委員の任期は、前任者の残任期間とする。

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

この条例は、平成20年４月１日から施行する。


